
 

 

 

 

 

 

企業とコミュニティビジネスとの 

パートナーシップ 
 
～企業、コミュニティビジネス、 

インターミディアリーの関係づくり～ 
 

 

報告書 
 

 

 

平成１７年３月 

 

 

 

 

 

 

関東経済産業局 

平成 16年度地域活性化推進プロジェクト 



発刊に当たって 

 

 関東経済産業局では、他に先駆けて地域活性化の重要なツールとしてコミュニティビジネス－地

域の抱える課題を、地域住民が主体となって、ビジネスの手法を活用しつつ、その課題解決に取り

組む事業活動－を位置づけ、その振興に取り組んでまいりました。特にそのための機関として平成

１５年３月に「広域関東圏コミュニティビジネス推進協議会」の立ち上げ支援をし、その事務局として

活動しております。 

 この活動の一環として、昨年度においては、コミュニティビジネスを創設する者を支援するため「コ

ミュニティビジネス創業マニュアル」を発行しました。その中において、コミュニティビジネスは「周囲

の支援者」（＝支援ネットワーク）が極めて重要である旨を唱いました。本報告書は、この支援者のう

ち、特に”企業”に着目して、企業との連携のあり方、その作り方等についてまとめてみました。 

 コミュニティビジネスの主体はNPO等の営利を目的としないものが多く、企業は通常営利を目的に

するもので、両者の方向性は違うと思われる向きもあるかと思います。しかしながら、企業でもその根

本には社会を構成する存在であって自己が存在する社会に対し何らかの貢献をしたいと思ってお

り（例えば、社是等をご覧下さい。）、更に近時のCSR（企業の社会的責任）の観点から、その意識は

高まりつつあります。従来、コミュニティビジネスへの支援主体としては行政や地元団体等の半公的

存在を考えていましたが、これらの支援が一方通行的だったのに対し、企業からのそれは、それぞ

れの自由意思に基づいて行うもので、双方向的とも言え、むしろ前者の支援よりも長続き、恒常化し

やすいものと思われます。この意味で、より望ましい支援形態であると言えましょう。 

 本報告書では、コミュニティビジネスと企業との連携を、①企業が社会的貢献活動をする一環とし

ての場合、②企業のその本業の遂行においてコミュニティビジネスとパートナーとなる場合、の二つ

を想定しています。双方向性という意味では②の方が優れるかと思いますが、いずれにせよ、共

に、”win-win関係を構築する”ことがキーワードになるかと思います。 

 本報告書では、現実のコミュニティビジネスと企業の連携事例の紹介のみならず、コミュニティビジ

ネスから企業へのアプローチの仕方、そのノウハウ・ポイントについて、更にコミュニティビジネスと企

業の架け橋として期待されるインターミディアリー（中間支援機関）の役割についても記述していま

す。企業の方々にとっても、実例等は、今後のCSR活動において有用な情報になると思います。 

 本報告書が、個々のコミュニティビジネス、インターミディアリー、更に企業にとって今後のコミュニ

ティビジネスとの連携構築にご活用いただければ幸甚です。 

 最後に本報告書作成に当たっては、多くの方々へのヒアリング等ご協力賜りました。ここに改めて

厚く御礼申し上げる次第です。 

平成１７年（２００５年）３月吉日 

広域関東圏コミュニティビジネス推進協議会 

（事務局；関東経済産業局産業部CB・NPO活動推進室） 



 

 ①

はじめに 

 

【本調査研究の概要】 

 

 この報告書は、「コミュニティビジネスが盛んになることによって、私達の地域社会がよりよいもの

になっていく。そして、コミュニティビジネスの振興のためには、コミュニティビジネスが地域の多様

な資源と連携していくことが重要だ。」という基本的なスタンスに立っています。 

これまでは、主に、行政がコミュニティビジネスを支援してきました。しかし、地域の多様な資源と

の連携という観点からみると、コミュニティビジネスと企業活動との関係が比較的希薄ではないかと

考えられます。企業は、コミュニティビジネスにとって魅力的な様々な資源を持ち、また、継続した

事業を行うコミュニティビジネスにとって事業のパートナーともなり得る存在です。 

そこで、本調査研究では、企業とコミュニティビジネスとの間に新しい価値を生み出していくよう

な建設的な関係が構築されることを期待して、コミュニティビジネスの連携先として企業に焦点をあ

て、そのための基本的な考え方や具体的なノウハウをまとめることを目的としました。この目的を達

成するために、以下の調査を行い、その調査結果をもとに、有識者や実践家による調査研究委員

会において、どのように報告書にまとめていくかについての検討を重ねました。 
 

図表 1 調査の概要 

調査名 調査の概要 

事例ヒアリング調査 コミュニティビジネスを行っている主体、そのパートナーである企業、両者

の橋渡しをするインターミディアリー（中間支援組織）に、連携の経緯、連

携が成功しているポイント、今後の課題などについて聞き取り調査を実

施。調査先は図表４を参照。 

企業向けアンケート

調査 

関東経済産業局の所管地域である１都 10 県に所在する株式会社（計

1,100 社）を対象として、郵送配布・回収によるアンケート調査を実施。調

査項目は、企業と地域社会やコミュニティビジネスとの接点、市民団体や

コミュニティビジネスへ支援を行う場合の課題等。調査期間は平成 17 年 1

月 17 日～2月 2日。回収数 281（回収率 25.5％）。 

図表 2 調査研究委員会の構成 

座長 立教大学大学院 21 世紀社会デザイン研究科教授        中村  陽一 

副座長 麗澤大学国際経済学部教授                 高   巖 

株式会社資生堂ＣＳＲ部次長                 山極 清子 

特定非営利活動法人コミュニティビジネスサポートセンター事務局長 永沢 映 

委員 

特定非営利活動法人えがお・つなげて代表理事         曽根原 久司 
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事務局 経済産業省関東経済産業局 

総務企画部長 清川  寛 

総務企画部次長 増田 節男 
産業部コミュニティビジネス・ＮＰＯ活動推進室長 須藤  誠 

産業部コミュニティビジネス・ＮＰＯ活動推進室長補佐 乙部 雅彦 

産業部コミュニティビジネス・ＮＰＯ活動推進室 係長 佐々木智絵 

産業部コミュニティビジネス・ＮＰＯ活動推進室 計画係長 国分 健男 

産業部コミュニティビジネス・ＮＰＯ活動推進室  佐藤  澄 

調査委託

機関 

株式会社日本総合研究所  

研究事業本部 主任研究員                           矢ケ崎 紀子 

研究事業本部 主任研究員                           柿崎  平 

研究事業本部 研究員                              吉野  薫 

研究事業本部 研究アシスタント                        井上 みどり 

 

 

【本報告書の特徴について】 

 

 本報告書は、単に調査結果を紹介したものではなく、コミュニティビジネスに関わるみなさんが行

動を起こす際に役立つ実践的な情報集として作成したものです。そのために、事例を豊富に掲載

し、また、留意点等はコラム形式で読みやすくまとめております。 

報告書の読み手として、コミュニティビジネスを実践している方々やインターミディアリーで活動し

ている方々を想定していますが、企業で活躍する方々にとってもコミュニティビジネスと接点を持つ

場合に役立つような事例等も掲載しております。 

 なお、本報告書では、企業とコミュニティビジネスの接点について、①企業が社会貢献活動を通

じてコミュニティビジネスを支援する、②本業同士で企業とコミュニティビジネスがパートナーとなる、

の２つのチャネルを想定し、各々について基本的な考え方や実践的なノウハウを整理しています。

企業とコミュニティビジネスが対等なパートナーとなってお互いにメリットのある活動を行うという観

点からは、②の本業同士のパートナーシップに重点を置くべきところですが、現段階では、企業の

パートナーたり得るコミュニティビジネス主体がそれほど多くはないこと、企業が社会貢献活動を通

じて地域社会との接点を持つ姿勢を強めていることなどから、今回は、①の段階にも重点を置いて

おります。 
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【本報告書の構成と活用について】 
 

（本報告書の構成について） 

 本報告書は３章の構成となっています。 

第１章 地域社会の活性化に向けた企業とコミュニティビジネスの win-win 関係 

第２章 CB/NPO1から企業への働きかけのポイント 

第３章 コミュニティビジネスと企業をつなぐインターミディアリーの役割 

第１章では、これから企業との連携に乗り出そうとしているCB/NPOにそのイメージをもってもらう

ため、企業とコミュニティビジネスとの間にお互いにメリットのある建設的な関係が築かれている事

例を紹介しています。 

第２章では、「Ⅰ．働きかけを行う前に整理するべき点」を整理した上で、CB/NPOが企業に求め

る内容ごとに、「Ⅱ．企業の社会貢献活動を通じた支援を望む場合」と「Ⅲ．企業と本業でのパート

ナーシップを望む場合」に分けて、その基本的な考え方やノウハウをまとめました。 

最後に、企業と CB/NPO との間をつなぐインターミディアリーに担ってほしい、また、将来的に機

能の実現を検討してほしい内容について、第３章でまとめています。 
 

（本報告書の活用のしかたについて） 

本報告書を読まれる際に、以下のニーズを持っている方は、図表３の情報インデックスの該当箇

所を参照してください。 

図表 3 情報インデックス 

読み手のニーズ 参照して頂きたいところ 

地域の企業に関する情報収集をしたい場合 第２章Ⅰの４、第３章１ 

企業から社会貢献活動を通じた支援を望む場合 第２章ⅠおよびⅡ 

企業と本業同士でのパートナーシップを目指す場合 第２章ⅠおよびⅢ 

CB/NPO

関係者 

インターミディアリーの支援を受けたい場合 第３章 

「企業の社会貢献活動を通じた支援を望んでいる

CB/NPO」を支援する場合 

第３章３、 

第２章ⅠおよびⅡ 

「企業と本業同士のパートナーシップを目指している

CB/NPO」を支援する場合 

第３章３、 

第２章ⅠおよびⅢ 

インター

ミディアリ

ー 関 係

者 

CB/NPOの力量の向上を支援する場合 第３章２、第２章Ⅰの１～３ 

どんなコミュニティビジネスが企業と接点をもっているかを

知りたい場合 

第１章 

企業がCB/NPO と接点をもつ際の留意点を知りたい場合 第３章３（１）、第２章Ⅲ 

企 業 関

係者 

インターミディアリーを活用したい場合 第３章１、第３章４（１） 

                                                
1  コミュニティビジネスの主体には NPOが多いことから、本報告書では、コミュニティビジネスの主体を

CB/NPO と表記します。 
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図表 4 事例ヒアリング先リスト 

番号 内容 ヒアリング先 

事例１ インターミディアリーと地域の

つながりを重視する企業との

連携 

特定非営利活動法人せんだい・みやぎＮＰＯセンター 

株式会社一ノ蔵 

ハリウコミュニケーションズ株式会社 

事例２ 地域を元気にするインターミ

ディアリーの事業展開 

特定非営利活動法人都岐沙羅パートナーズセンター 

事例３ ＮＰＯが経営する喫茶店 

「カフェアイリス」 

特定非営利活動法人パートナーシップ・サポートセンター 

スペイス２１ 

三井住友海上火災保険株式会社 

事例４ 介護保険外サービスの提供

「トータルケアシステム事業」 

特定非営利活動法人コミュニティ・サーポートセンター神戸 

全国労働者共済生活協同組合連合会・近畿地方事業本部 

事例５ ＮＰＯによるコミュニティ放送

局「京都三条ラジオカフェ」 

特定非営利活動法人きょうとＮＰＯセンター 

ＮＰＯ京都コミュニティ放送 

事例６ 地域の経営者が集まった 

インターミディアリー 

特定非営利活動法人コム・サロン２１ 

事例７ 環境にやさしい自転車タクシ

ー「ベロタクシー」 

特定非営利活動法人環境共生都市推進協会 

宝酒造株式会社 

事例８ 子育てアドバイザー養成・派

遣事業 

特定非営利活動法人日本子育てアドバイザー協会 

アイクレオ株式会社 

事例９ 最新の IT 技術を駆使した

「富士山環境ごみマップ」 

特定非営利活動法人富士山クラブ 

ＮＴＴドコモシステムズ株式会社 

事例 10 まちかどビジネス－地域密

着型高齢者ケアサービス 

株式会社サンフォーレ 

事例 11 市民の力でバスを走らせた

「醍醐コミュニティバス」 

醍醐地域にコミュニティバスを走らせる市民の会 

医療法人医仁会武田総合病院 

特定非営利活動法人京のアジェンダ 21 フォーラム 

事例 12 リユース食器の普及を目指

して 

特定非営利活動法人スペースふう 

株式会社はくばく 

山梨大学名誉教授 伊藤洋氏 
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第１章 地域社会の活性化に向けた 

企業とコミュニティビジネスの win-win 関係 

 

（コミュニティビジネスは地域の多様な資源を取り込むことによって成り立つ） 

コミュニティビジネスは、「地域の抱える課題を、地域住民が主体となって、ビジネスの手法を活用し

つつ、それらの課題を解決していく事業活動」です。コミュニティビジネスが盛んな地域は、地域の課

題解決力が高まり、また、地域住民の間の信頼関係ができてコミュニティが再生される可能性が高くな

ります。すなわち、コミュニティビジネスを通じて地域が豊かになっていく可能性があるのです。 

しかし、コミュニティビジネスは、「ビジネスの手法を活用」しますが、市場経済のなかで利益を獲得

して、企業と互角に渡り合っていける存在ではありません。地域の課題の解決を行うということは、事業

採算性が低い場合が多く、これに挑戦するコミュニティビジネスの主体（コミュニティビジネスの担い手

は NPO である場合が多く、本報告書では CB/NPO と表記します2）は、営利と非営利の両方に立脚し

た活動を行うことになります。このため、コミュニティビジネスが継続し、地域の課題解決に力を発揮し

ていくためには、多様な資源がコミュニティビジネスに入り込んでいく必要があるのです。 

これまでは、行政による CB/NPO への支援が専ら注目されてきました。行政は、地域づくりや地域

活性化におけるコミュニティビジネスの意義や効果を重要視し、CB/NPO への支援を行ってきました。

しかし、地域の資源はひとり行政が持つものだけではありません。地域には、行政以外にも、企業、経

済団体、各種協同組合、大学、地縁型の組織などの多様な主体があります。これらはみな地域の一員

であり、コミュニティビジネスの主体となり得、また、地域を良くしたいという思いを共通にもっています。

コミュニティビジネスは、これらの地域の主体と連携し、それらが持つ資源を活用することによって、より

豊かな活動を展開していける可能性があります。 

 

（企業との連携に注目しよう） 

残念ながら、現在は、コミュニティビジネスの主体が地域の多様な資源を円滑に活用できるとは言い

難い状況です。特に、企業との距離はまだまだ遠い状況です。地域社会に密着し浸透していくことは

企業自身にとってもメリットがあり、また、昨今の企業の社会的責任（CSR）の観点から社会貢献活動に

積極的に取り組んでいるところですが、CB/NPO と企業は、まだお互いの姿がよく見えていません。し

かし、P４からの事例が示唆するように、両者はお互いにメリットのある関係（win-win 関係）になれる可

能性が高いと言えましょう。 

                                                

2  コミュニティビジネスは事業の内容に係る概念であって、その主体は非営利法人（NPO）のみならず、株

式会社、有限会社、任意団体等の様々な組織形態があります。他方、NPO は組織形態に係る概念で、

NPOが行う活動には様々なものがあり、コミュニティビジネスに限りません。しかし、現実には、コミュニティビ

ジネスの主体には NPO が多く、このため、“NPO をコミュニティビジネスをする者”と混同してとらえる向きも

ありますので、ここでは、こうしたことを踏まえ、正確な表記ではありませんが、CB/NPOと表記することにしま

した。なお、NPO には、特定非営利活動促進法（NPO 法）上の認証を受けたもの（NPO 法人）と受けていな

いもの（任意団体）がありますが、本報告書では、必要ない限り特段の区別をせずに、NPOと表記します。 
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図表 5 企業のコミュニティビジネスへの支援経験の有無、支援の内容（複数回答）（問３） 

 

 

CB/NPO と企業が win-win 関係をつくりあげるために、お互いにどんなニーズがあるのかを考えて

みると、CB/NPO には、企業が有するビジネス上のノウハウや組織経営上のノウハウ、社員という人的

資源などを活用するというニーズがあります。そして、企業にもコミュニティビジネスと関わりを持つこと

へのニーズはあります。例えば、CB/NPO に社会貢献活動のパートナーとなってもらい、その活動をよ

り地域に役立つものにしていくこと、CB/NPO との連携によって地域に密着した企業（あるいは環境に

やさしい企業）であるとのイメージを向上させること、そして、企業と CB/NPO が本業の領域でビジネ

ス・パートナーとなること、などです。 

そして、こうした具体的なニーズの背景には、企業もコミュニティビジネスもお互いに社会の一員で

あるという大前提があります。確かに、ミッションを重要視し原則として非営利活動であるコミュニティビ

ジネスと、収益を追求し獲得した利益を関係者間で配分する営利活動を行う企業とは、一見すると、

正反対の活動を行うもののように捉えられがちです。しかし、企業の経営理念をよく見てみると、「人々

の生活の質の向上のために」「環境保全のために」「地域社会のために」といった社会的な要素が盛り

込まれているところが多いのです。企業の多くは、自分の利益だけを追求するのではなく、自分の利

益と社会の利益とが共存する形で企業活動を行っていこうとしているのです。つまり、企業もコミュニテ

ィビジネスも社会のための活動を行うという目的の部分は共通であって、その目的へのアプローチの

方法に営利なのか非営利なのかの違いがあるということです。こうしたことを前提として、アプローチの

違いを超えて距離を縮めていき、地域社会の一員同士として連携しあえるようになりたいものです。 

 

社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等

に関するアンケート調査結果 

（関東圏の企業を対象に平成 17 年 1 月 17

日～2月2日に実施。1,100企業に発送、回

収数 281、回収率 25.5％） 
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（企業とコミュニティビジネスの関係づくりには、間を取り持つ機関が必要） 

 まだ出会いが少ない企業とコミュニティビジネスの間に関係をつくり、ともに社会のための活動を行っ

ていくためには、企業と CB/NPO の間を取り持つ役割を担う機関が必要です。それは、コミュニティビ

ジネスと企業の間に成果が見込めるつながり方を提案し、マッチングし、さらに、フォローアップを行っ

て win-win 関係の実例をつくっていく役割を担う誰かです。 

こうした役割は、特定の機関や人だけが担っているのではなく、地域をよく知っている有識者や地域

に人脈が多い実力者、あるいは、NPO 活動を支援する様々な機関・団体が、企業と CB/NPO の間を

仲介する機能を果たしているのが現状です。今後企業とコミュニティビジネスの関係づくりを推進して

いくためには、こうした機能を担う機関を特定して、そのノウハウを蓄積し活用していくことが必要となり

ます。こうした観点から、仲介機能を担う専門的な機関として、CB/NPO を支援する CB/NPO であるイ

ンターミディアリー（中間支援組織）に、期待していきたいと思います。 

 

以下では、まず、コミュニティビジネスと企業がお互いにメリットのある関係（win-win 関係）を築いて

いる事例を紹介します。この事例を通じて、コミュニティビジネスと企業のパートナーシップの可能性に

ついてイメージが膨らむことと思います。 
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１．企業（社会貢献活動）とコミュニティビジネスの win-win 関係 

 

事例１ 

富士山環境ごみマップ 

◆CB/NPO◆ 特定非営利活動法人富士山クラブ（東京都） 

◆企業等◆  ドコモ・システムズ株式会社（東京都） 

 

【コミュニティビジネスの概要】 

富士山クラブは、富士山に不法投棄されたごみ

の種類や量、投棄場所の特定を行う「富士山環境

ごみマップ」事業を、ドコモ・システムズ社との連携

のもとで実施している。具体的には、富士山クラブ

の学生ボランティアが同社のＧＰＳ携帯電話を持っ

て山麓に入り、ごみの場所と種類や量を確定する

作業を行っている。学生ボランティアはカメラつきＧ

ＰＳ携帯電話を貸与してもらい、ごみを発見した際

にその位置を測位し、位置情報と投棄現場の写真をドコモ・システムズ社に設置したサーバー宛にメ

ール送信する。こうして集められたデータは、富士山クラブがチェックし、公開するべきものをウェブサ

イトにアップする。公開される情報は地図上にアイコンでプロットされ、不法投棄現場の様子が一目で

わかるようになっている。このサーバーの管理とウェブサイトの運用を、ドコモ・システムズ社が行ってい

る。これによって、富士山のどこにどんなごみがどれくらいあるのか、それは一般市民にも簡単に拾え

るものなのか、あるいは、処理に多額の費用や専門的な技術を要するものなのかといった基礎データ

を把握することができる。 

 

【CB/NPO と企業の win-win 関係の概要】 

富士山クラブには多くのボランティアが参加しており、人手はあったが、ごみマップを作成する技術

がなかった。これをドコモ・システムズ社が提供することによって、富士山環境ごみマップが作成されて

いる。同社は、現在は、富士山クラブへの支援を社会貢献活動の一環として位置付けているが、将来

的には、「富士山環境ごみマップ」事業に多くのボランティアが参加することによって、携帯電話の活

用の可能性と通信量が増えることが同社のビジネスメリットにつながっていくことも期待されている。 

 

【地域にもたらした成果】 

 富士山に不法投棄されているごみの実態把握が可能となり、ごみ問題への意識が高まってきた。 

 

詳しくは…   本文 P28,29,32,34,36,44,48 を参照してください。 
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事例２ 

環境にやさしいベロタクシー 

◆CB/NPO◆ 特定非営利活動法人 環境共生都市推進協会（東京都） 

◆企業等◆  宝酒造株式会社（京都市） 

 

【コミュニティビジネスの概要】 

ベロタクシーとはVelo（ラテン語で“自転車”）＋ taxi（タ

クシー）、の造語。「シティクルーザー」と呼ばれる乗り物

（客席つきの３輪自転車、電動アシスト付き）をドライバー

の脚で漕ぐことによって乗客を運ぶ、環境に優しい移動

手段である。 

街中での注目を集めやすいうえ、環境親和性のイメー

ジを人々に喚起するため、環境志向の高い企業にとって

は広告媒体として魅力的である。基本的には、企業から

の広告料で自転車の購入・管理費、CB/NPO の人件費

等を賄い、乗客からの料金は 100％運転手収入となる。 

日本におけるベロタクシーの事業は2002年に京都で、

10台でスタートした。その後、各地へ広がり、現在、当法人が京都、東京、大阪で35台を運営している

ほか、別法人が奈良、松本、沖縄、広島などで 25 台程度の運行をしている状況である。 

 

【CB/NPO と企業の win-win 関係の概要】 

事業コンセプトの開発、事業化計画の過程でインターミディアリー（特定非営利活動法人きょうと

NPO センター）の助言等を得ていた。協力を求める企業リストの作成においても、このインターミディア

リーの協力があった。その上で、CB/NPO は企業との接点を独自に開拓していった。 

最初にコンタクトを取った企業は京都の酒造会社（宝酒造株式会社）で、そこから最初の広告料を

受けることができた。担当者に辿り着くまでに数日を要したが、環境担当部署の社員と話ができ、その

場で広告の購入に同意してくれた。その後、協力を申し出る企業が増え、それに伴い、営業地区を全

国に拡大して行った。 

 

【地域にもたらした成果】 

 見た目の新規性もあり、環境への優しさを、楽しさも交えてアピールできている。その社会的効果が

企業の関心を呼び、協力企業を増やすことにもつながっており、好循環が生まれ始めている。 

 

 

詳しくは…   本文 P19,34,41,42,48 を参照してください。 
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２．企業（本業）とコミュニティビジネスの win-win 関係 

 

事例３ 

子育てアドバイザー養成・派遣（東京都港区） 

◆CB/NPO◆ 特定非営利活動法人 日本子育てアドバイザー協会 

◆企業等◆  アイクレオ株式会社 

 

【コミュニティビジネスの概要】 

 母親の子育てを知恵と心の両面から支える「子育てアドバイザー養成」を行っている。本事業は、日

本子育てアドバイザー協会の理事であった小児科医、幼児教育専門家、児童相談専門家達が、1990

年代頃から母親達の子育て相談に変化が見られたことに対応して立ち上げた活動である。母親達は、

子どもの病気の診察に来て自分の悩みを話していったり、社会からの疎外感を訴えたりなど、同じ目

線にたって話を聞いてくれるカウンセラーのような相談相手を求めていた。こうした母親達のニーズに

応えるため、専門家達がほぼボランティアで作成した質の高い子育てアドバイザー養成講座を実施し、

養成したアドバイザーを大手デパートやスーパーの赤ちゃん休憩室等に派遣している。また、アイクレ

オ株式会社（乳幼児用粉ミルクの製造販売等）の栄養士や、大手企業の消費者相談窓口担当者等も

養成講座での研修を受講しにきている。 

 

【CB/NPO と企業の win-win 関係の概要】 

 アイクレオ㈱の乳幼児用粉ミルクの販売促進員は全員栄養士であり、全国の病院で妊産婦や乳幼

児を持つ母親への調乳指導や栄養相談サービスを実施してきたところ、10 年ほど前から、母親の栄

養相談だけでなく、専門外の子育て一般についての相談をされ、栄養士が答えられずに困ってしまう

事態が起きてきた。そこで、アイクレオ社長は、全国紙で紹介されていた日本子育てアドバイザー協会

に連絡をとり、実際に会って活動内容などを聞き、自社の栄養士にアドバイザー養成講座を受講させ

ることにした。日本子育てアドバイザー協会はアイクレオの栄養士向けのコースを実施し、現在では、

アイクレオの栄養士 249 名全員が日本子育てアドバイザー協会の講座を修了して、子育てアドバイザ

ーとなっている。資格をとった栄養士からは、「母親からどんな子育て相談がきても自信をもって対応

できるようになった」との声が多くきかれ、他の粉ミルク会社の営業員との差別化が実現している。 

 

【地域にもたらした成果】 

 日本子育てアドバイザー協会の子育てアドバイザーは、子育てに悩む母親の目線にそった相談者と

なって、多くの母親の不安解消に役立っている。アイクレオは、子育て支援企業を目指すという理念に、

コミュニティビジネスとの本業でのパートナーシップを通じて貢献している。 

 

詳しくは…   本文 P17,20,33,42,44,48 を参照してください。 
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３．インターミディアリーがつなぐ企業とコミュニティビジネスの win-win 関係 

 

事例４ 

醍醐コミュニティバス（京都市伏見区醍醐地域） 

◆CB/NPO◆ 醍醐にコミュニティバスを走らせる市民の会（市民の会） 

◆インターミディアリー◆ 京のアジェンダ２１フォーラム 

◆企業等◆  株式会社ヤサカバス、医療法人医仁会武田総合病院 

 

【コミュニティビジネスの概要】 

醍醐地域は公共交通の便がよくないところであった

が、さらに、市バスの運行便数削減の方向が示された。

これに危機感を覚えた地域の女性会と自治会が協力

して「市民の会」を立ち上げた。同会は、インターミディ

アリー（特定非営利活動法人京のアジェンダ 21 フォー

ラム）から、組織運営のアドバイス、住民向けにワークシ

ョップを開催する際の運営支援、コミュニティバス事業

の需要予測を担当する有識者の紹介などの様々な支

援を受け、また、地元の企業等から資金協力を得ながら、2004年2月にコミュニティバス事業の開始に

漕ぎ着けた。 

コミュニティバスの路線では、観光地（醍醐寺、随心院）、大型商業施設（パセオダイゴロー）、地下

鉄駅（醍醐駅、石田駅）、中核医療施設（武田総合病院）、行政施設（醍醐総合庁舎）等と周辺の住宅

地が緻密にネットワークされている。事業主体は「市民の会」（任意団体）、運行業務は株式会社ヤサ

カバスが委託を受けている。 

 

【CB/NPO、インターミディアリー、企業等のwin-win 関係の概要】 

「市民の会」は活動の目的を達成し、インターミディアリーは当時模索していた地域課題の解決手法

のモデルをこの事業を通じて実践することができた。ヤサカバスの親会社である弥栄自動車は、定期

バス路線への参入を予定しており、その第一号とすることができた。路線の中核である、寺社、商業施

設、総合病院からも特別に資金支援を受けているが、これらの３者には利用者の交通の便の向上と利

用者増がメリットとしてもたらされている。また、インターミディアリーは、総合病院に対して、「駐車場の

排気ガスを減らせば、地域住民の健康増進にも資する」といった社会貢献活動のメリットも提案した。 

 

【地域にもたらした成果】 

 醍醐地域に住民皆が使える公共交通手段を確保できたことのほか、コミュニティバス事業を通じて、

醍醐地域の住民や企業等の間に連帯感が出てきた。 

詳しくは…   本文 P44,47,48,60 を参照してください。 
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事例５ 

リユース食器（山梨県増穂町） 

◆CB/NPO◆ 特定非営利活動法人 スペースふう 

◆インターミディアリー◆ 山梨大学教授 

◆企業等◆  株式会社はくばく 

 

【コミュニティビジネスの概要】 

増穂町で毎年秋に行われる「甲州増穂まつり」の目玉企画の一つが、郷土料理ほうとうの振る舞い

である。そこで使われていた食器が発泡スチロール製の使い捨てのもので、毎年ごみが大量に発生し

ていた。これに問題意識を抱いたスペースふうが、食器を貸し出して回収・洗浄し再利用する“リユー

ス食器”事業を開始した。現在では、「甲州増穂まつり」だけでなく、県内を中心に開催されるイベント

にマーケティングのリサーチを行うなどして、活動を順調に継続させている。 

 

【CB/NPO、インターミディアリー、企業等のwin-win 関係の概要】 

スペースふうは、環境、福祉、教育、文化の各分野での地域活動に取り組むために立ち上がった組

織である。当初は、障害者向けのボランティア活動、安全な食の提供、バザー等の活動を行っていた

が、リユース食器事業に着手してからは、この事業にほぼ特化した活動を行っている。 

スペースふうがリユース食器事業に乗り出すにあたっては、ボランティア活動からコミュニティビジネ

スへのメンバー間の意識変革はもとより、リユース食器を確保するための金型の製作、必要な資金調

達等の様々な課題をクリアしていく必要があった。こうした課題をクリアする糸口となったのが、山梨大

学の工学部長、副学長を歴任した伊藤教授に、スペースふうの永井代表者が相談に行ったことであっ

た。伊藤教授は、永井代表に協力してくれそうな地元企業をいくつか紹介したが、その筆頭に挙げら

れたのが、株式会社はくばくである。伊藤教授は、リユース食器事業の実現において、実質的にインタ

ーミディアリー機能を担ったキーパーソンだと言える。 

はくばくの長澤会長（当時社長）は、山梨経済同友会の幹事であり、県内の企業に環境問題への意

識の低いことを問題視していた。長澤会長は、スペースふうへの支援を通じて、県内に環境意識が高

まることを期待し、個人的な社会貢献活動としてスペースふうへの関わりを強めていった。 

 

【地域にもたらした成果】 

 甲州増穂まつりの振る舞いほうとうに使用される器は、ダイオキシン発生の元凶となる発泡スチロー

ル製の使い捨て食器ではなく、すべてリユース食器となった。食器の貸し出しは一般に向けても行っ

ており、どんぶりのほか、皿、カップ、箸などにも対応している。また、スペースふう、はくばく、山梨県工

業デザインセンター、ヴァンフォーレ甲府等の連携で、サッカースタジアムでデザイン性の高いリユー

ス食器（平成 15 年度やまなしグッドデザイン賞）が使用されるようになった。 

 

詳しくは…   本文 P57 を参照してください。 
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第２章 CB/NPO から企業への働きかけのポイント 

 

第２章は、コミュニティビジネスの主体である CB/NPO のみなさん向けに、企業に働きかけるときに

留意すべきポイントを記述したものです。基本的に、文章の主語は、CB/NPOになっています。 

（インターミディアリーのみなさんは、CB/NPO からの相談にのる際に、この章の内容を参考にしてく

ださい。） 

 

 

Ⅰ．働きかけを行う前に整理するべき点 

 

CB/NPO のなかには、企業において責任ある立場で仕事をした経験や自らビジネスを経営した経

験を持たない人が多く、CB/NPO のやり方には詳しくとも、ビジネスの世界のやり方にはあまり詳しくな

いのが一般的だと思われます。ここでは、こうした方々を想定して、CB/NPO が企業に働きかけを行う

前に準備しておくべきことについてまとめます。 

 

１．まず、企業に対する認識を高めよう 

 

企業の社会貢献担当者からよく聞かれるのは、CB/NPO の人たちは、「自分たちの思いだけを語

る」「自分たちのやっていることは良いことだから、企業は支援するのが当たり前だ、と思っている」「依

頼内容が具体的でないので、何をしてほしいのかがわからず、検討のしようがない」等といった声です。

ここには、企業からお金だけを引き出そうとする CB/NPO の姿勢が見え、これが、企業の担当者を困

惑させ CB/NPO への不信感へとつながりかねない危うい状況が見え隠れしています。 

こうした懸念が現実のものとならないように、CB/NPO は、まず企業に対する認識を高める必要があ

ります。もちろん、企業の側にも、CB/NPO への理解を深めてもらうことが重要です3。企業が CB/NPO

を理解するのは、一般的な情報からではなく、自分たちに関係のある実例を通じてです。インターミデ

ィアリーによる企業への意識啓発活動のほかにも、個々の CB/NPO が、企業に自分達を具体的に理

解してもらう努力をし続けることが大切なのです。 

 

                                                
3  このために、インターミディアリーに期待される役割については第３章に述べています。 
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（１）企業とはどういう組織なんだろう 

企業は、財やサービスを開発して提供し、コスト分を上回る対価を得て利益を確保し、それを関係

者間で分配するための器です。こうした企業活動は、他社との競争のなかで行われており、企業は

日々生き残りをかけて、事業の効率化や新しい利益を生み出す研究開発等に励んでいます。 

 

①ギブ＆テイクが基本原則 

CB/NPOと企業の違いは様々ですが、最もCB/NPOが留意しなければならないのは、企業は「ギブ

＆テイクが基本原則」であることです。CB/NPO は、困っている人に手を差し伸べる場合などに、費や

したコストに相応しい見返りを求めないことがままありますが、企業の場合は、費やしたコストを回収で

きるのか、そして、コストを上回るリターンがあるのかを重要視します。 

ただし、企業が求める見返りはお金だけではありません。もちろん、企業は自社の利益が上がること

を将来的な見返りとして期待していますが、利益は最終的な成果であり、それを実現するために、地

域の実情を把握したり、企業の社会的認知度や評価を上げたり、社員のやる気を向上させたりといっ

た様々な要素も関連してきます。こうした要素に貢献することも企業にとっては見返りの一つであり、

CB/NPO が企業とのギブ＆テイクを考える場合には、企業のブランドイメージの向上、社員が「社会的

に意義のある活動をしている企業に勤めている」という意識をもって仕事にやる気を出すきっかけにな

ること、そして、社員の家族にも企業への誇りと愛着を感じてもらうこと、といったあたりを視野に入れる

こともできます。 

 

②具体的な提案が歓迎される 

企業は効率性を重要視しますので、余分な人員配置は行わず、社員はたいてい多忙です。特に、

最近の景気低迷下ではこうした傾向が顕著です。忙しく働いている人に、「こういうことが重要だと思っ

ているのですが、さて、何をしましょうか？」という柔らかい段階の話を持っていっても、「どう対応してよ

いのか、わからない」という返事が返ってくるでしょう。企業には、「自分達はどんな行動をとるべきなの

か」というアクションがイメージできる提案が好まれます。その提案をたたき台にして、お互いに相談し

ながら、より効果のあがるやり方へブラッシュアップしていくのが、通常のビジネスでのやり方です。 

 

③意思決定のルールがきちんとしている 

CB/NPO にも組織としての意思決定のルールがありますが、大企業では、それ以上に、多くの人を

経た手続きが必要となる場合があります。社会貢献活動に関する意思決定のルールをみると、社会貢

献部の担当者→部長→所管の担当役員といった段階を経ていく企業が多いのです。この意思決定の

しくみのなかで、実質的に誰が意思決定の責任者であるのかを見定め、その人に働きかけることが重

要です。一方、中小企業では経営者がたいていのことの意思決定をしてしまうことも多く、こちらは、経

営者の理解を得ることができればスピーディな意思決定が見込めるでしょう。 

CB/NPOは、企業の規模の違い、CB/NPO と接してくれる担当部署の有無によって、意思決定のし

くみが異なることを認識しておく必要があります。 



 

 -11-

（２）企業の社会貢献活動って？ 

企業も社会の一員としての責任があるという認識が高まり、地域社会の存続のために何らかの貢献

をする企業が増えてきています。経団連の定義によると、企業の社会貢献活動とは、「社会の課題に

気付き、自発的に課題に取り組み、直接の対価を求めることなく、自らの資源を投入すること」です。 

 

①企業の社会貢献活動の移り変わり 

わが国の企業の社会貢献活動は、以下のような変遷を辿ってきています。ただし、以下の変遷は主

に大企業の変遷であり、地域の中小企業のなかには、ことさらに「社会貢献活動」を意識せずに、自身

の存続基盤である地域社会に役立つことをすることが当然という感覚をもっているところもあります。 

図表 6 わが国の社会貢献活動の変遷 

～1970 年代 

寄付が主流 

・ 1955 年に経団連募金（大企業を対象とする割り当て方式の寄付斡旋制度）

が創設された 

・ 企業は財団を設立し、自然科学、福祉、教育分野等での助成事業を実施

（設立周年記念事業やもうけ至上主義の反省から社会還元） 

1980 年代 

「良き企業市

民」への取り組

み開始 

・ 日本企業の海外進出が盛んになり、進出先において（特に、米国におい

て）、「良き企業市民」であることが求められた。 

・ 企業が、好景気を背景に、芸術・文化面での大型イベントを実施するなど、

社会貢献活動に積極的に取り組み開始（メセナ活動）。 

1990 年代 

社会貢献活動

の定着 

・ 社会貢献活動の担当部署の設置が始まり、継続的・体系的に取り組もうとす

る動きが定着してきた。 

・ しかし、バブル経済が崩壊し、社会貢献活動に対する予算が削減され、メセ

ナ活動はいったん衰退した。 

・ その後の閉塞感の打破のために、地域社会とのチャネルである社会貢献活

動が、何らかの役割を果たすのではないかとの考え方が広まった（社会貢献

活動は、「企業を変え、そして、社会を変える」活動である）。 

・ 阪神淡路大震災以降、これまで対立関係にあることが多かった企業とNPOと

のパートナーシップの重要性が意識されるようになった。 

2000 年代 

企業の社会的

責任への関心

の高まり 

・ 欧米における企業の社会的責任（CSR；Corporate Social Responsibility）への

取り組み、そして、わが国における企業の一連の不祥事事件等を背景に、法

令遵守だけでなく、消費者、従業員、地域社会等の企業活動に関係する全

ての主体（ステークホルダー）への積極的な関わりを通じて社会的な責任を

果たしていこうとする動きが出てきた。 

 

このように、わが国における企業の社会貢献活動は、慈善活動→良き企業市民→社会参加（会社

の変革）→社会への投資といった変遷を辿って今日に至っています。言い換えると、企業が社会との
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関わりをより能動的なものに捉えようとしているということです。社会からの要請に受動的に応えるだけ

でなく、企業自らが社会の課題に気付き、その課題に自社の資源を投入して自発的に取り組むという

意識がみられるようになってきました。 

また、社会貢献活動の手法も変わってきており、慈善活動として行われてきたものが、企業価値向

上の一手段として捉えられるようになってきました。これまで経営トップの嗜好によって行われることが

多かった慈善活動から脱却し、自社の資源を投入して本業で（あるいは本業に密接に関連する領域

で）行われる活動になってきました。このため、企業の支援を受けようとするCB/NPOは（特に、大企業

からの支援を受けようとする場合には）、その企業がどのような方針と戦略のもとに社会貢献活動を行

っているのかをよく把握しておく必要があります。 

一方で、「収益をあげて納税することこそが社会的な責任を果たすことである。納税義務をきちんと

遂行していれば、税金を公平・適正に活用・分配するのは公的組織の役割であるから、企業がことさら

に社会貢献活動を行う必要はないのだ」という考え方にも根強いものがあり、企業によって、社会貢献

活動に対する姿勢や取り組みは様々です。このため、CB/NPO は以上のような大まかな傾向を踏まえ

つつも、後述するように、個別の企業の姿勢や取り組みについて研究しておく必要があります。 

 

②社会貢献活動の実施状況 

 社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等に関するアンケート調査結果から関東圏の企業の社会

貢献活動の状況をみると、地域の祭やイベント等への参加・協賛が最も多くなっており、NPO 等への

支援、環境への取り組み、赤十字等の全国的・世界的な非営利組織への支援が各々４割前後となっ

ています。また、こうした活動の結果、自社のイメージアップにつながることが成果とされています。 

図表 7 本業以外に社会のために行っていること（複数回答） 

社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等に関するアンケート調査結果 

16.4

9.6

42.7

19.6

37.0

37.0

8.2

70.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

地域社会のための活動は行っていない

その他

環境にやさしい取り組みを行っている

社員のボランティア活動を奨励している

赤十字、ユニセフ等の全国的あるいは世界的な非営利

組織を支援

地域で活動するＮＰＯやボランティア団体等の市民団体

に支援

グラウンド等の施設を地域住民に開放している

地域の祭やイベント等に参加・協賛している

N=281

(%)
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図表 8 本業以外で行っている社会のための活動の成果（複数回答） 

社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等に関するアンケート調査結果 

③CB/NPOへの期待 

実のところ、一部の企業を除いて、CB/NPO あるいは NPO（以下、NPO 等と表記します。）について

理解している企業はまだ少ない状況です。このため、企業全般がどのような期待をNPO等に抱いてい

るかを集約することはできませんが、社会貢献活動のなかでNPO等へ支援する制度のある企業、ある

いは、NPO 等とのパートナーシップによる社会貢献活動プログラムを実施している企業においては、

以下のような期待が聞かれます。 

図表 9 企業にとっての、NPO等とのパートナーシップの意義や期待される効果 

社会貢献活動のプロ

グラムの充実 

・ 地域社会のニーズや課題をきめ細かく発見し、その対応に取り組む

NPO 等と組むことによって、企業は社会のニーズにより即した社会貢献

活動を実施することができる 

・ NPO 等というパートナーを持つことによって、社会貢献活動のプログラム

の内容のマンネリ化を防ぐことができる 

・ 社会貢献活動を担当するために多くの人員を割かなくともよくなる 

企業イメージの向上 

・ NPO等と組むことによって、NPO等のミッションの実現に貢献する見識の

高い企業であるとのイメージを得ることができる 

・ NPO 等のステークホルダー（NPO 等のサービスの利用者やその家族、

支援者、スタッフ、ボランティア等）に、企業の社会貢献活動について理

解してもらい、企業イメージを向上させてもらうことができる   など 

マーケティング情報

の入手 

・ NPO 等は特定の属性をもった人々をステークホルダーとして抱えてお

り、企業にとっては、本業と関連のある活動分野のNPO等と組むことによ

って、これまで把握できなかった属性の消費者を把握することができた

り、新しいニーズに気付くことができる。 

1.7

28.5

2.6

2.6

1.7

16.2

23.4

27.2

52.3

0 10 20 30 40 50 60

無回答

地域社会への貢献は当然なので、見返りや成果を求

めてはいない

その他

将来の新規事業等のネタ探しとして有効であった

投資家等の市場関係者からの評価が高まった

自社の人材育成、従業員の意識向上や定着、新規採

用に好影響

地域社会の環境変化を感じとれるようになった

通常の業務・事業活動では得られない人脈ができた

自社のイメージアップにつながった

N=235

(%)
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 また、社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等に関するアンケート調査結果では、企業がNPO等

市民団体に継続して支援を行うのは、「NPO 等を支援することで地域に密着した企業として見てもらう

ことができるから」という理由が最も多くなっており、次いで、「NPO 等が地域のニーズや課題を把握し

地域の実情を企業に教えてくれるから」が多くなっています。 

 

図表 10 NPO 等市民団体への支援を継続していく企業のその継続の理由（複数回答） 

社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等に関するアンケート調査結果 

 

今後は、このような企業からの期待を踏まえて、NPO 等の側が企業に対して自身の存在意義やパ

ートナーとしての可能性をアピールし、企業からの NPO 等への期待の幅を広げていくことが重要で

す。 

 

10.1

20.3

7.6

68.4

7.6

31.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

市民団体から依頼されて断りきれないから

社員がボランティア活動をしたり寄付をしたりと支援して

いるから

支援していることで地域に密着した企業と見てもらうこと

ができる

市民団体とは何か新しいことができそうな気がするから

地域社会のニーズや課題を把握し地域の実情を企業

に教えてくれる

N=79

(%)



 

 -15-

（３）企業の社会貢献活動の例 

 

事例でみてみよう！ 株式会社資生堂（東京都中央区、化学工業）の社会貢献活動 

◆基本方針◆     資生堂は「私たちは、多くの人々との出会いを通じて、新しく深みのある価値

を発見し、美しい生活文化を創造します」という使命のもとに、「お客さまとともに、取引先とともに、

株主とともに、社員とともに、社会とともに」企業活動を行うという行動原則を定めている。「社会ととも

に」のなかには、美しい生活文化の創造を目指し、地域社会と連携して社会と積極的に関わってい

くことが明記されている。こうした基本方針のもとで、資生堂の社会・福祉活動が実施されている。 

◆社会・福祉活動◆  高齢者・障害者への身だしなみ講座、視覚障害者への支援、地域交流、

社員の社会活動支援が行われている。以下の HP にもあるように、企業も社会と共生しなければい

けないこと、社会貢献活動は本業で培われたノウハウや資産を活用して無理なく継続して行うこと、

などが謳われている。               http://www.shiseido.co.jp/social/html/sya_hu.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例でみてみよう！ 株式会社一ノ蔵（宮城県松山町、清酒製造業）の社会貢献活動 

一ノ蔵は、会社設立から 30 年余りにわたって、様々な地域活動を行ってきた。地域活動が地元

での自社への評価を高め、結果として業績に好影響をもたらしてきたとの実感をもっている。現在行

っている社会貢献活動の主なものは、地元のインターミディアリーの「せんだい・みやぎ NPO センタ

ー」を通じて、地域の NPO 等に資金支援や中古パソコン等の物品支援を行っていること、また、

NPO法人環境保全米ネットワークとの協働で減農薬米・減化学肥料栽培米を原料に純米酒「円融」

を製造・販売していることなどである。農家が無農薬米を生産するには様々な困難伴う。そこで、減

農薬・減化学肥料による栽培から始める。しかし、この米の商品価値は低い。円融はこの減農薬米・

減化学肥料米を原材料とした酒で、農家の安定収入を確保するための支援として、一ノ蔵が開発し

たものである。 
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事例でみてみよう！ 株式会社日吉 （滋賀県近江八幡市、サービス業） 

日吉は、一般廃棄物（ゴミ・し尿）の収集や浄化槽管理などの業務からスタートしたが、社会の関

心が、公衆衛生から公害を経て環境へと拡大してきたのにともない、事業領域を、環境や食品の調

査分析、上下水道施設等の維持管理などに拡げてきた。その結果、今では、「総合環境保全サー

ビス業」として、その名が知られるようになった。同社は、従業員数 250 名ほど、売上高 30 億円強の

中堅企業だが、CSR が言われるずっと以前から、海外からの技術研修生の受け入れや小学校での

環境教育等の社会貢献的な活動を続けている。2002 年埼玉県の渋沢栄一賞受賞。 

 

お役立ちコラム どんな部署が担当しているか 

◆社会貢献活動の専門部署がある場合◆ 

大企業の場合には、社会貢献部といった名称で、社会貢献活動を担当する部署が設置されてい

ることがある。最近では、企業の社会的責任（CSR）への対応を進める企業が増えてきており、社会

責任推進部、CSR 部といった名称の部署のなかに、社会貢献活動を担当するグループを設けてい

るところも増えてきた。 

◆社会貢献活動の専門部署がない場合◆ 

社会貢献活動を担当する部署が特定されていない場合には、広報部や総務部が仕事の一部と

して担当している場合がある。中小企業の多くは、社長や会長といった経営トップが担当しているこ

とが多い。 

◆本社と地方拠点◆ 

①本社が全国の社会貢献活動を一元管理しているタイプの企業と、②本社が総括しながらも地

方拠点に一定の自由裁量をもたせているタイプの企業の２つのパターンがある。①のパターンの場

合、地方拠点が社会貢献活動をしようとすると本社の了解を得ることになる。②の場合には、地方拠

点の総務課等に社会貢献活動の担当者が置かれているか、地方拠点の長が担当していることが多

い。 
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２．CB/NPOの強み・弱みの点検をしよう 

 

CB/NPO が自分達の活動を企業に理解してもらい、支援者あるいはパートナーとなってもらうため

には、自分自身のことをわかりやすく、かつ、押し付けでない洗練された形で説明できることが不可欠

です。特に、ギブ＆テイクが基本原則の企業に対しては、「CB/NPO の支援者やパートナーとなると、

何を得ることができるのか」を伝えていく必要があります。 

このため、CB/NPO は、自身の強みと弱みを他者に明確に説明できるように、しっかり把握しておく

必要があります。CB/NPOが強み・弱みを分析する際には、代表や事務局長等のリーダー層だけで行

うのではなく、スタッフやボランティア等も交えて、組織全体で検討し、意識共有を図っておくとよいで

しょう。 

 

（１）事業における強み・弱みの点検をしよう 

まず、CB/NPO が行おうとしている事業について、自身の強みと弱みの点検をしましょう。強みにつ

いては、以下のように、２つの方向から検討しましょう。弱みは、現在実施している活動・事業やこれか

ら実施しようとしていることを円滑に進めていけない問題点のことです。強みや弱みが発生している要

因の分析も行う必要があります。 

 

【強みを検討する視点】 

視点１： CB/NPO としての強み（企業や行政等の CB/NPO 以外の主体にはできないこと） 

視点２： 自分達ならではの強み（他の CB/NPO には簡単にマネできないこと） 

 

 

事例でみてみよう！ 特定非営利活動法人日本子育てアドバイザー協会（東京都）の強み 

日本子育てアドバイザー協会は、母親の子育てを知恵と心の両面から支える「子育てアドバイザ

ー」の養成を行っている。このCB/NPOの強みは、①子育てアドバイザー養成のカリキュラムの質の

高さと、②これまで専門家による育児相談が中心であったところに、より母親の心情に近い立場の

相談者という新しい担い手を投入していること、である。 

①の養成カリキュラムの質の高さは、小児科医、幼児教育専門家、児童相談員、臨床心理士等

の専門家達の知恵と経験を、CB/NPO 代表がまとめあげるというしくみで確保している。各専門家

達は、この CB/NPO が果たす社会的使命に共感し、ボランティア精神で協力している。②について

は、従来の育児相談は、専門家（カウンセラー等）が素人である母親に意見し、指導するというもの

だが、子育てアドバイザーがカウンセラーと違う点は、母親と同じ目線で話を聴くことによって、母親

の不安や悩みをやわらげ、解決のヒントにつなげることである。 

こういった強みが企業に評価され、子育てアドバイザーを大手デパートやスーパーに派遣してい

る。ミルクメーカーの栄養士や大手企業の消費者相談窓口担当者等も研修にやってくる。 
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お役立ちコラム CB/NPOが把握している個人情報は強み？ 

サービス業のコミュニティビジネスの強みは、特定の属性をもった人々に関する詳細な情報を持

っていることである場合がある。このような情報は、企業のマーケティング担当部署でもなかなか把

握できないもので、とても魅力に富んだ情報である。しかし、このような情報は、プライバシーに係る

ものであり、その情報の取扱が適正になされていることが CB/NPO への信頼となり、CB/NPO の強

みを成立させている条件となる。個人に関する情報のストックが強みである CB/NPO は、強みの見

せ方に十分注意したい。2005 年 4 月から、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）が施

行される。これは、個人の権利と利益を保護するために、個人情報を取得し取り扱っている事業

者に対し、様々な義務と対応を定めた法律であり、こうした流れも踏まえておく必要がある。 

 

（２）企業に提供できること・企業に求めることをはっきりさせよう 

次に、CB/NPO の強みのなかで企業に提供できること、また、弱みのなかで企業に支援を求めたい

ことについて明らかにしましょう。常に、企業にとってメリットはあるのかという視点を忘れないことが重要

です。 

そして、企業に提供できること、企業に求めることを、どう表現していくかを考えていきます。まず、企

業に CB/NPO のそもそもの存在意義を説明した上で、企業に提供できること、企業に求めることを伝

えていくと理解されやすいでしょう。CB/NPOの存在意義やミッションを、そのままの言葉でアピールす

るだけでは不十分です。それらを、企業にわかりやすい言葉に翻訳して表現する必要があります。 

例えば、健康増進をミッションとしている CB/NPOがあって、食品会社に支援を求めたいと思ってい

るとします。この場合、CB/NPO が「人々の健康の維持と増進が重要です」と言うだけでは、「はい。そ

の通りですね」で終わってしまいます。もう一歩踏み込んで、現在の消費者が健康増進についてどん

なニーズを持っているのか、そして、それを CB/NPO はどのように把握しているのか、ということまで説

明できてはじめて、企業から CB/NPOの強みとして認識されるのです。 

このように、CB/NPO には社会的な存在意義があり、さらに、それが企業にとっても魅力的なもので

あることを理解してもらった上で、企業に提供できること、企業に求めることを洗練された形で伝えてい

きましょう。特に、企業に資金支援を依頼する場合には、企業が寄付をする意義を明確に説明すること

が重要です。 

また、企業から受ける支援というと、まず、「お金！」を思い浮かべるCB/NPOの人達も多いと思いま

す。もちろん、資金支援は有難いものですが、企業の持っている資源はそれだけではありません。消

費者のニーズをつかんで売れる商品をつくっていくというマーケティングや商品開発力、仕入れと多様

な販売チャネルの確保の仕方等のビジネス上のノウハウや組織運営上のノウハウ、そして、個人的に

コミュニティビジネスに関わってくれる可能性のある社員とその家族など、様々な資源があるのです。こ

うした将来にわたってコミュニティビジネスの運営に役立つノウハウを提供してもらったり、社員のなか

にコミュニティビジネスに協力してくれるファンを獲得したりといったことも、企業に求めることを考える際

に視野に入れたいものです。 
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事例でみてみよう！ 特定非営利活動法人 環境共生都市推進協会（東京都）の場合 

◆強みは、“環境に優しいというイメージ”と“人の多く集まる街をおしゃれに走り回ること”◆ 

 ベロタクシーの車体は、街中で衆目を集めやすく、見る人に「環境にやさしい乗り物」とすぐに理解

してもらえる。環境志向の高い企業にとっては、広告媒体として極めて魅力的である。さらに、東京

なら青山の街を中心に走らせるなど走行エリアに工夫がしてあり、企業にとっては若者層へのアピ

ール効果が期待できる。 

◆採算性が弱み◆ 

しかし、環境にやさしいベロタクシーは、「雨天」「長距離」「急ぎ」のいずれにも向かないスローな

乗り物で、冬季は休業となるなど、タクシー会社とは競合しない。すなわち、採算をとることが難し

い。ベロタクシーの運賃収入は全てドライバーの報酬に充てられているため、設備投資や維持管

理、CB/NPO の運営費用を手当する収入がないことが弱みである。 

◆企業に求めること◆ 

 ベロタクシーが企業に提供できる価値は、①環境への貢献の機会の提供と、②環境にやさしい企

業としての広告媒体を提供すること、の２つである。そして、この強みに基づいて、ベロタクシーが企

業に求めることは、広告宣伝費をもらって不足している運営費等に充てることである。実際には、環

境貢献や社会貢献の予算から拠出したり、広告宣伝費として拠出したりしてもらっている。 

 

【企業のどんな資源を得たいのか、明確にしよう ～企業に求められることの例～】 

V 企業が持つマーケティングのノウハウ 

V 企業が持つマネジメントのノウハウ 

V 物品の寄付（事務机等の備品） 

V 金銭の寄付や資金助成 

V 社員をボランティアとして受け入れたい      など 
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３．CB/NPO を正しく理解してもらおう 

 

 「２．CB/NPO の強み・弱みの点検をしよう」で把握した CB/NPO の強みを、正確に、そして、魅力的

に伝えるために、日ごろから情報発信に気を配っておきましょう。 

 情報発信には、(1)いつでも誰でもが CB/NPO の情報を入手できるようにすることと、(2)ここぞというと

きに魅力的にアピールすることの、２つの方法があります。(1)については CB/NPO のホームページを

通じて、(2)についてはマスコミの活用を通じて、行っていきましょう。 

 

（１）ホームページの充実 

IT が発達した今日では、ある団体について調べたいと思ったときに、まず、その団体のホームペー

ジを検索して、そこから基礎情報を得る人が多くなっています。特に、ビジネスの世界では、自社のホ

ームページがあって、その情報が定期的に更新されていることは当然のことになっています。 

このため、CB/NPO が自身のホームページを持っていないと、多くの人に理解されるという努力を怠

っているか、あるいは、そうした努力をするだけの力がない団体ではないかと思われてしまうことがあり

ます。また、ホームページを作成していても、そこに掲載されている情報が古いものであったり、タイム

リーに更新されていなかったりする場合も、同様に思われてしまいます。 

CB/NPO を多くの人に正しく理解してもらうため、CB/NPO の目指しているもの（ミッション）、設立の

経緯、組織概要、実施している事業の概要、活動実績、収支の状況などの基礎的情報をわかりやすく

掲載し、さらに、アクセスしてくれた人々を CB/NPO のファンにしてしまうくらいの意気込みで、魅力的

な画面構成のホームページを作成したいものです。そのためには、CB/NPOで働いている人々のいき

いきとした活動の様子や、CB/NPO のサービスが利用者に喜ばれている様子などを、写真等のビジュ

アルで紹介することも一つの工夫です。また、これまでに活動の成果が第三者から評価されたことがあ

る場合には、その情報を洩れなく記載しておくことも重要です。さらには、役員会・理事会の開催状況

等を伝え、意思決定のルールが明確であり、組織として責任をとる体制があることをアピールすることも、

CB/NPOの信頼を高めるために有効です。 

 

事例でみてみよう！ アイクレオ株式会社はWEB検索で CB/NPO と出あった！ 

 アイクレオ株式会社は、特定非営利活動法人日本子育てアドバイザー協会とパートナーシップを

組んで、自社の販売促進員が母親に対応する際のスキルの向上を図ることに成功している（詳細

は、P６を参照）。アイクレオでは、販売促進員である栄養士から、「最近の母親は、栄養相談だけで

なく、自分達に専門外の子育て一般についても相談してくるので、対応に困っている」との声があが

っていた。そこで、社長自らが、こうした悩みに対応してくれるところがないかと、WEB 検索を行っ

た。この結果、日本子育てアドバイザー協会のホームページがみつかり、その事業内容に感心し、

さらに、このCB/NPOが全国紙にも掲載されていたことを知って声をかけた。実際にCB/NPOの代

表と会ってみると、CB/NPO の活動内容がアイクレオの企業理念と共通点があることがわかり、パー

トナーとなるに至った。 
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（２）マスコミの活用 

ホームページを通じて着実な情報発信を行うとともに、新聞やテレビ等の取材を受けて、マスメディ

アで紹介されることも、重要な情報発信の手法です。マスコミに取り上げられることによって、社会的な

認知が高まり、また、人々に信頼のおける活動であるとの意識をもってもらうきっかけになります。 

マスコミに取り上げてもらうには、CB/NPO の活動が新聞記者や番組制作担当者等の目に触れるよ

うにならなくてはなりません。もちろん、社会的に意義のある活動や先駆的な活動を行って利用者が増

えているといった活動であれば、地域での認知度が自ずと高まり、地元紙の新聞記者等の知るところと

なるでしょう。しかし、こうした待ちの姿勢だけでなく、CB/NPO自らがマスコミに対して働きかけていくこ

ともできます。例えば、CB/NPO が取り上げてほしい活動をわかりやすく説明したプレスリリースを作成

して、地元紙等に送付することも考えられます。この際には、地域社会のために役立っていること、地

域の多様な主体の支援を受けていること、これまで行政や企業が対応してこなかったニーズに対応し

た先駆的な活動であることなど、ニュースとしての価値のあるポイントをアピールすることがコツです。 

そして、マスコミから取材を受けた場合には、CB/NPO が伝えたいことが記者等に正しく伝わるよう、

資料を揃えるなどの工夫をすることが重要です。マスコミのなかには、記者の一方的な解釈によって記

事を作成してしまうこともありますから、原稿の段階で確認させてもらう等の配慮も必要です。また、取

材される活動が、企業等の第三者からの支援を受けている活動であれば、支援を受けている組織名

を明らかにし、その支援者への感謝を表すというきめ細かな配慮が重要です。 

 

お役立ちコラム マスコミ対応の秘訣 

財団法人日本損害保険協会では、NPO の運営上のリスクとその対処方法についてまとめた刊行

物（「NPO のためのリスクマネジメント」）やビデオ（「NPO・NGO 運営上のリスクとその対処 ～あなた

の団体の危機管理は大丈夫ですか？～」）を作成している。そのなかでマスコミ対応が取り上げら

れており、以下は、ビデオ作成のもとになった刊行物より抜粋したものである。 

 

【マスコミ対応におけるリスクマネジメント】 

■マスコミ対応におけるリスクとは → リスクの発見・把握 

  誤った内容や批判的な報道をされる、発言やコメントが真意とは異なる形で使用される 

■そのリスクが発生したらどうなるのか → リスクの評価・分析 

  組織の信用が失墜する、誤報の訂正や信頼回復には多大な労力と時間がかかる 

■どのような対処法が可能か → 対処方法 

  ・取材打診の際に、取材内容の使われ方を確認する 

  ・可能であれば、事前に事実確認のための原稿チェックをしたいと要請する 

  ・取材内容が採用された成果物を、完成時に送ってもらう 

  ・普段からマスコミとの信頼できる関係を築く 

ビデオについて http://www.sonpo.or.jp/business/library/video/video_nporisk.html 

刊行物について http://www.sonpo.or.jp/business/library/public/book_nporisk.html 
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４．企業へのアプローチのしかたを検討しよう 

 

（１）社会貢献活動による支援を受けるか、本業同士のパートナーシップを目指すか 

企業とコミュニティビジネスの関わりには、冒頭に事例を示したように、①コミュニティビジネスに企業

の支援を受ける（社会貢献活動を通じた支援を受ける）、②企業が本業としてコミュニティビジネスのビ

ジネスパートナーとなる、の２つのパターンがあります。どちらでの関係に落ち着くかは、CB/NPOが企

業と話し合いをするなかで決まっていくのが実際です。この話し合いを円滑に行うために、予め、どち

らの方向を望むかのについて CB/NPO の希望を明確にしておく必要があります。インターミディアリー

と相談しながら（第三者の目を入れながら）考えていくことも重要でしょう。ただし、いきなり本業同士の

パートナーシップをしかけられる場合は少ないのではないかと思われます。CB/NPO が企業から支援

を受けながら信頼関係を築いていき、その後、本業でのパートナーシップへと発展していく場合のほう

が現実的でしょう。 

CB/NPO が企業の社会貢献活動による支援を受ける場合のポイントは「Ⅱ」で、本業同士のパート

ナーシップを目指す場合のポイントは「Ⅲ」で詳しく述べます。 

 

（２）企業の“本当のねらい”をつかむように心がけよう 

企業の社会貢献活動を通じた支援を受けたい場合、企業が何を“本当のねらい”として社会貢献活

動を行っているのかを把握すると、その企業への働きかけの方法を考えやすくなります。“本当のねら

い”は、企業のウェブサイト、関連記事等の情報を把握するとともに、インターミディアリー等と相談しな

がら把握していきましょう。 

企業の“本当のねらい”のパターンとアプローチの方向性としては、以下のようなものがあります。 

図表 11 社会貢献活動の“本当のねらい”とアプローチのパターン例 

社会貢献活動の“本当のねらい” 企業へのアプローチの方針の例 

社会の一員として企業の本業への直接的な見

返りを求めずに社会貢献活動を行っている企業 

地域社会の課題・ニーズに効果のある解決方法を

提示することができることをアピール など 

企業イメージの向上に資することを社会貢献活

動に期待している企業 

企業が重要視している価値の実現に CB/NPO が

役立ち、かつ、企業がその価値の実現に積極的に

取り組んでいることをCB/NPOが社会にアピールし

てあげられる など 

販促活動への好影響を及ぼすツールとして社

会貢献活動をとらえている企業 

その企業の競合他社と差別化を図ることができるよ

うな、マーケティング情報や企業イメージアップの

方法を提案できる など 

質の高い学生を採用するために、社会に貢献

する企業であることをアピールしている企業  

社会的に存在意義のある企業に就職したいと考え

ている優秀な学生に、その企業の良さを伝えてあ

げられるような提案内容にする など 
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（３）どんな企業に働きかけるか 

 

①働きかける企業の候補先を選定する 

インターミディアリーを活用して4、どの企業に働きかけたらよいかの候補先をつくりましょう。この段階

での候補先は、次項で述べる企業の研究をするためのものですので、CB/NPO が働きかけをしてもよ

さそうだと思うところを大まかに選ぶようにしてください。 

CB/NPO が本業同士でのパートナーシップを望む場合には自ずと働きかける企業が決まってきま

すが、社会貢献活動による支援を依頼する場合にも、企業であればどこでもいいということではありま

せん。どんな企業に働きかけるかのポイントは以下のとおりですが、地元の企業のなかには、自社が拠

って立つ地域を愛し、これまで支えてくれた地域住民に対して感謝の心をもっているところがあり、そう

した心意気をもっている企業に、「地域社会をよりよくするために、こうした事業をしたい」という

CB/NPOの思いをぶつけてみることもよい方法だと思われます。 

 

【企業の社会貢献活動を通じた支援を得ようとする場合の企業のリストアップのポイント】 

V 老舗の企業等地元で長年商売をしている企業 

V 地元に愛着や感謝の心をもっている経営者のいる企業 

V 社会貢献活動に積極的な企業であること 

   ◆社会貢献の担当部署が明確になっている 

   ◆あるいは、経営者が社会貢献活動に積極的である 

V 社会貢献活動を行う分野やテーマが、CB/NPO の活動と近いこと 

 

お役立ちコラム 本社だけでなく、工場や営業所等の地方拠点にも声をかけよう！ 

 社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等に関するアンケート調査結果では、それぞれの部門、

事業所、工場等で対応していたり、役割分担をしている企業もあります。 

                                                
4 インターミディアリーには、第３章で、地域の商工会議所、商工会議所青年部、青年会議所、ライオンズク

ラブ、ロータリークラブ等を活用して、コミュニティビジネスに支援や連携をしてくれる可能性のある企業の情

報を把握しておくことを提案していますので、参照してください。 
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